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適格消費者団体の認定、監督等に関するガイドライン改訂案の概要 

 趣 旨  

 「消費者の財産的被害の集団的な回復のための民事の裁判手続の特例に関す

る法律」の施行に向けた「特定適格消費者団体の認定、監督等に関するガイドラ

イン」の制定に伴い、「適格消費者団体の認定、監督等に関するガイドライン」

について、必要な改訂を行うもの。

 概 要  

１．「差止請求関係業務を適正に遂行することができる専門的な知識経験」に係

る適正性の判断要素の明記 

適格消費者団体の専門委員が、消費生活相談に応じる業務に従事する者、弁

護士又は司法書士等として遵守すべき規範を逸脱して業務を行っているよう

な場合は、当該専門委員が置かれていることは、専門的な知識経験を有するか

否かの判断に当たって、考慮に入れない旨を明記することとする。 

                          （２．（５）ア関係） 

 

２．特別の利害関係を有する場合に該当するかどうかの考慮期間の伸長 

  団体の役員等が差止請求の相手方と「特別の利害関係を有する場合」（消費

者契約法施行規則（以下「規則」という。）第６条第１号ニ）に該当するかど

うかについて、現在の関係のみならず、過去２年間の関係についても考慮する

こととする。                 （２．（８）ア(ｴ)関係） 

 

３．認定の有効期間の更新に際しての経理的基礎の判断要素の明記 

認定の有効期間の更新の際に経理的基礎に係る要件を満たしているか否か

は、直近の認定又は有効期間の更新の申請の際にそれぞれ提出した収支の見込

みと実際の収支との乖離の程度、その理由なども踏まえて判断する必要がある

旨を明記することとする。                 （３．関係） 

 

４．不利益処分等の公表及びその基準の明記 

  報告若しくは立入検査、適合命令若しくは改善命令又は認定の取消しを実

施した場合には、法令違反又はそのおそれの内容、程度及び自主的な改善措置

の状況などを考慮しつつ、消費者庁のウェブサイトに公表することとする旨

を明記することとする。                （５．（４）ア関係） 

 

５．その他 

(1) 適格消費者団体の認定の申請書に係る添付書類等について、事業者の著作

権の観点から、所要の規定の整備を行うこととする。 

                  （２．（２）ウ及び４．（１）キ関係） 

(2) 規則第29条の「その額を公表することにより当該委託を受けた者の業務の

遂行に支障を生ずるおそれのあるとき」に該当する例などを明記することと

する。                         （７．関係） 
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（案）

1

消費者裁判手続特例法第 27 条の規定に基づく 

        相手方による公表に関する留意事項について 

 

平成  年  月  日 

消  費  者  庁 

 

第１ はじめに 

 平成 25 年 12 月 11日に公布された消費者の財産的被害の集団的な回復のため

の民事の裁判手続の特例に関する法律（平成 25 年法律第 96 号。以下「法」とい

う。）は、法に定める二段階の訴訟制度の実効性を確保するためには、簡易確定

手続申立団体に対して授権をするために必要な情報を対象消費者に提供するこ

とが重要であることに鑑み、事業者に簡易確定手続に関する公表義務（法第 27

条）を課している。 

 事業者の公表義務の運用に混乱が生じることは事業者に過剰な負担を負わせ

ることとなるだけではなく、円滑な手続の進行を害し、消費者被害の実効的な救

済を困難にするおそれがある。そこで、消費者庁において、法第 27 条の規定に

基づく相手方による公表に関する留意事項を取りまとめたので、これを公表す

る。 

 

 

第２ 相手方による公表の在り方 

１ 公表の方法 

法第 27 条が規定する相手方による公表の方法は、①インターネットの利用、

②事業者の営業所その他の場所において公衆に見やすいように掲示する方法、

③その他これらに類する方法である。 

（１） 「インターネットの利用」 

   消費者が容易に視認することができるよう、事業者のウェブサイトのト

ップページなどの見やすい箇所に掲載されている場合は、これに該当する。 

   なお、簡易確定手続申立団体のウェブサイトへのリンクを掲載する方法

で公表するのであれば、そのリンク元が事業者のウェブサイトの見やすい

箇所にあるとともに、リンク先の情報が対象消費者に向けられた情報であ

ることが分かりやすいように掲示されていることが必要である。 

（２） 「事業者の営業所その他の場所において公衆に見やすいように掲示する

方法」 

   「公衆に見やすい」とは、消費者が容易に視認することができる状態にな

っていることをいう。 
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2

（３） 「その他これらに類する方法」 

   例えば、対象消費者が受け取ると考えられる配布物がある場合に、その配

布物を置く場所に公表事項を記載した書面を置く方法などが該当する。 

 

２ 公表の内容 

  法第 27 条が規定する相手方が公表すべき事項は、①簡易確定手続開始決定

の主文、②対象債権及び対象消費者の範囲、③簡易確定手続申立団体の名称及

び住所、④届出期間及び認否期間である。 

  「対象債権及び対象消費者の範囲」については、公表を見た者が、自己が対

象消費者であることを認識できるよう、対象債権及び対象消費者の範囲を簡

易確定決定の決定書から転記した上で、事案に即し、できる限り平易かつ具体

的に記載するよう努める必要がある。 

  なお、相手方は、上記の法定の公表事項だけではなく、簡易確定手続申立団

体の問合せに対応する窓口の電話番号その他の連絡先やウェブサイトの URL

のほか、相手方が自主的に問合せに対応する窓口を設けている場合はその電

話番号その他の連絡先なども掲載することが望ましい。 

 

３ 公表すべき期間 

法第 27 条が規定する相手方が公表すべき期間は、債権届出をすべき期間中

である。 
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